自己点検表（自立支援給付支給事務等）　市町名：　　　　　　　　
	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)
	根拠法令

	第１　体制の整備

（１）自立支援給付支給事務等の実施体制

　　　　自立支援給付事務等が適切に実施できる体制となっているか。

　　　別表１
（２）諸規程の整備

関係条例、規則等が整備されているか。

　　　別表２

■自立支援給付支給事務等に係る関係条例、規則等を添付
第２　支給決定等の実施主体

（１）居住地原則

　　　　自立支援給付の支給決定、支給認定、認定又は障害児通所給付の給付決定（支給決定等）は、原則として申請者である障害者又は障害児の保護者の居住地の市町が行っているか。

　　　（ただし、自立支援医療のうち精神通院医療については、原則として障害者又は障害児の保護者の居住地又は現在地の都道府県とする。）

（２）居住地特例

障害者支援施設、児童福祉施設、療養介護を行う病院、共同生活援助を行う住居等一定の施設等の入所・入居者については、入所等する前の居住地の市町が支給決定及び給付決定等の実施主体となっているか。
（３）転出・転入時の事務

ア　支給決定障害者等が市町の区域を越えて居住地変更した場合、支給決定の実施主体は、転入先の市町に変更されているか。

（居住地特例の適用対象となる特定施設への入所に伴う者を除く。）

　　イ　転出・転入により支給決定の実施主体が変更となる場合、情報提供　
　　　等適切に手続きがなされているか。
第３　支給決定及び地域相談支援給付決定に関する事務

　　　支給決定等に関する事務は適切に行われているか。

（１）支給申請

　　ア　障害者の場合は障害者本人、障害児の場合は保護者が申請者となっているか。
イ　支給申請の代行人は、申請書等に障害者又は保護者の個人番号を記載していないか。
ウ　障害者や保護者に代わって申請の代理を行う場合、①代理権の確認、②代理人の身元確認、③本人の個人番号の確認の手続きが円滑に行われるよう、適切に申請の手続きが行われているか。
また、本人の心身の機能や判断能力の著しい低下等により、代理権の授与が困難な場合は、申請書等に個人番号を記載していないか。
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介護給付事務について第1 Ⅱ P3～5
介護給付事務について第9　P231～234
児通所事務について第9　P85～86
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	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)
	根拠法令

	（３）支給決定等及び地域相談支援給付決定

　ア　勘案事項
　○障害者等

　　・支給申請が行われたときは、次に掲げる事項を勘案して、支給の要否
を決定しているか。

　　①障害者等の障害支援区分又は障害の種類及び程度その他の心身の状況
　　②障害者等の介護を行う者の状況
　　③障害者等に関する介護給付費等の受給の状況
　　④申請に係る障害児が現に障害児通所支援又は指定入所支援を利用して
いる場合には、その利用状況
　　⑤申請に係る障害者が現に介護保険法の規定による保険給付に係る居宅
サービスを利用している場合には、その利用状況
　　⑥当該障害者等に関する保健医療サービス又は福祉サービス等の利用の
状況
　　⑦当該障害者等又は障害児の保護者の障害福祉サービスの利用に関する
意向の具体的内容
　　⑧当該障害者等の置かれている環境
　　⑨当該申請に係る障害福祉サービスの提供体制の整備の状況

　 ・申請者から聴き取り等を行った結果を「勘案事項整理票」（様式第
　　 ２７号）に記入しているか。又は、これに代わる適切な方法により勘案しているか。
　○障害児
　　・支給申請が行われたときは、次に掲げる事項を勘案して支給の要否を
決定しているか。　　
　　①障害児の障害の種類及び程度その他の心身の状況
　　②障害児の介護を行う者の状況
　　③障害児の保護者に関する障害児通所給付費等の受給の状況
　　④障害児の保護者に関する障害児入所給付費の受給の状況
　　⑤障害児の保護者に関する介護給付費等の受給の状況
　　⑥障害児に関する保健医療サービス又は福祉サービス等の利用の状況
　　⑦障害児又は障害児の保護者の障害児通所支援の利用に関する意向の
　　　具体的内容
　　⑧障害児の置かれている環境
　　⑨障害児通所支援の提供体制の整備の状況
　・障害児又は障害児の保護者から聴き取り等を行った結果を「勘案事項整
理票」（様式第１６号）に記入しているか。又は、これに代わる適切な
方法により勘案しているか。
　　　
イ　サービス等利用計画案等の提出

・サービス等利用計画案、障害児支援利用計画案を提出させているか。
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	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)
	根拠法令

	ウ　他法との給付調整

介護保険法の規定による介護給付、健康保険法の規定による療養の給付その他の法令に基づく給付であって自立支援給付に相当するものを受けることができる場合は、他法の給付を優先させているか。
　エ　支給決定基準等の作成

　　○　介護給付費等の支給決定基準を定めているか。

　　○　地域相談支援給付費等の支給決定基準を定めているか。

オ　併給調整関係

・同時に支給決定するサービスの組み合わせは、報酬が重複しない 　　利用形態である等、適切に行われているか。

　　・同一の事業者が重度訪問介護に加えて、身体介護及び家事援助等の居宅介護サービス費を算定していないか。　
但し、サービスを提供している事業所が利用者の希望する時間帯にサ
ービスを提供することが困難である場合であって、他の事業者が身体介護等を提供する場合は算定してよい。
重 カ 暫定支給決定　

・訓練等給付に係る障害福祉サービスは、障害者本人の利用を尊重 　　し、より適切なサービス利用を図る観点から、暫定支給決定を適切に行っているか。

　　（対象）自立訓練（機能訓練、生活訓練、宿泊型自立訓練）、
就労移行支援、就労継続支援Ａ型

暫定支給決定件数（令和４年度）

件

　　　　・暫定支給決定期間は、２ヶ月以内の範囲内となっているか。
　　　　・利用者がサービス利用の継続を希望して支給申請をした場合、
　　　　　暫定支給決定期間が満了するまでに、本支給決定の要否決定
　　　　　を行っているか。

　キ　地域相談支援給付費の給付決定

　　　　申請者に係るその他の勘案事項及びサービス等利用計画案を十分
に踏まえ、対象者に該当するか判断しているか。また、その際には
必要に応じて市町審査会、身体障害者更生相談所等の意見を聴いて
いるか。
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	障法第7条
介護給付事務について第2 Ⅶ 2 P66～71
介護給付事務について第2 Ⅶ 3 P71～73
介護給付事務について第2 Ⅶ 4 P73～78
障法第51条の7第2項

介護給付事務について第2 Ⅶ 5 P78～83
介護給付事務について第2 Ⅶ 6 P83


	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)
	根拠法令

	ク　支給決定又は地域相談支援給付決定事項等

サービス内容を特定し、特定された障害福祉サービス等の種類及び
内容ごとに支給量及び支給決定等の有効期間を定めているか。

また、併せて事業者の報酬算定に必要な事項等について決定等を 　

行っているか。

　　　注．支給決定の有効期間は原則として最長３年。但し、次のサービス
　　　　は例外。
　　　　・居宅介護等、短期入所、自立訓練・・・・最長１年間
　　　　・就労移行支援、就労定着支援、自立生活援助・・・最長１年間
　　　　・地域移行支援・・・最長６ヶ月間
　　　　・地域定着支援・・・最長１年間
　ケ　支給決定又は地域相談支援給付決定（却下決定）の通知

　　　・支給申請について、支給を決定又は却下した場合は、その旨申請 　　
者に通知しているか。

却下件数（令和４年度）

件

　　・支給決定したときは、計画相談支援プロセスの効率化のため、受給者証又は支給決定の写しを利用者等の同意の上、直接市町から指定特定相談支援事業者にも送付しているか。（支給決定変更の際も同様）　
コ　支給決定等又は地域相談支援給付決定の変更

○　障害福祉サービス等の種類、支給量等を変更する必要があるとき、支給決定障害者等からの変更の申請を受けているか。

　　○　変更の申請又は職権により、勘案事項を勘案し、必要があると認めるときは、支給決定障害者等に支給決定等の変更を行っているか。この場合受給者証の提出を求めているか。
　サ　支給決定等又は地域相談支援給付決定の取消し

　　○　支給決定等にかかる障害者等が、指定障害福祉サービス及び基準該
当障害福祉サービスを受ける必要が無くなったと認めるとき等にお
いて、支給決定の取消事務を適切に行っているか。
この場合受給者証の返還を求めているか。

取消件数（令和４年度）
件
　　

シ　支給決定等又は地域相談支援給付決定の更新

　　○　介護給付費に係る支給決定等の有効期間が終了し、支給決定障害者等が引き続き当該障害福祉サービス等の利用を希望するときは、支給申請に基づき、勘案事項を勘案して支給決定の変更をしているか。
　　○　介護給付費に係る支給決定の更新に当たっては、障害支援区分の有効期間の範囲内で行うか、改めて障害支援区分の認定を行っているか。
　　○　自立訓練等の訓練等給付費に係る障害福祉サービスなど標準利用期間が設定されているサービスについて、標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要な場合には、市町審査会の個別審査を経て、必要性が認められた場合に限り、最大１年間の更新を行っているか。
（対象）自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、
就労移行支援、就労定着支援、自立生活援助
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	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)
	根拠法令

	（４）利用者負担上限月額の認定

ア　支給決定又は通所給付決定に際し、利用者負担額減額・免除申請等に基づいて利用者負担上限月額を認定し、支給決定等の内容と併せて通知しているか。

　　　イ　減免申請の欄には申請者に必要なチェックを漏れなく行わせているか。
（５）障害福祉サービス受給者証、地域相談支援受給者証、通所受給者証、医療受給者証の交付

ア　支給決定又は通所給付決定を行ったときは、支給決定障害者又は通所給付決定保護者に対し、支給量その他の必要な事項を記載した障害福祉サービス受給者証、地域相談支援受給者証、通所受給者証を交付しているか。
イ　療養介護にあっては、加えて療養介護医療受給者証を交付しているか。
ウ　医療型児童発達支援においては、加えて肢体不自由児通所医療受給者証（通所医療受給者証）を交付しているか。
（６）不正利得の徴収

　　偽りその他不正の手段により自立支援給付を受けた者に対して、
不正利得の徴収等事務は適切に行われているか。
（７）施設外就労実績報告書の徴取
　 　ア　就労移行支援事業所及び就労継続支援事業所（Ａ型、Ｂ型）のうち、
施設外就労を実施している事業所から、施設外就労の実績報告を毎月
の報酬請求に合わせて市町に提出させているか。
　　
イ　施設外就労を行った事業所から訓練等給付費の請求があっ
た場合、施設外就労を行った日に職員が配置されているかを施設外就労実績報告書で確認した上で訓練等給付費を支給しているか。
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	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)
	根拠法令

	第４　障害支援区分　別表４
（１）市町審査会
障害支援区分の判定等を中立・公正な立場で専門的な観点から行うために市町審査会を設置し、適切に運営されているか。

　　ア　委員は、身体障害、知的障害、精神障害、難病等各分野の均衡に
　　　　配慮した構成となっているか。

　　イ　委員数、任期及び会長の設置等は適切か。

　　　　会長は互選せず、事務局が指名していないか。
　　ウ　合議体の委員の定数、長の互選は適切か。

　　　　合議体の長は互選せず、事務局が指名していないか。
　　エ　審査会又は合議体は、委員の過半数が出席して開かれているか。
　　オ　審査会の議事は、会長を含む出席委員の過半数で決しているか。
　　カ　市町（事務局）は、以下の資料を作成し、氏名、住所など個人を特定する情報について削除した上で、あらかじめ審査会委員に送付しているか。
1 認定調査結果等を用いて、市町に設置された一次判定ソフトに
よって判定された結果（一次判定結果）
2 認定調査票の写し、医師意見書の写し、概況調査票の写し　
　　キ　認定調査票及び医師意見書に記載された内容に基づき適正に審査及び判定しているか。
　　ク　県が実施する審査会委員に対する研修会を受講させ、審査及び判定の趣旨、考え方、手続等を確認させているか。
（２）障害支援区分の認定
　　ア　市町審査会は、審査判定結果を市町へ通知しているか。
　　イ　認定の有効期間は３年を基本としているか。また、障害者の心身の
　　状況から状態が変動しやすいと考えられて有効期間を３ヶ月以上３年未満に短縮する場合は、審査会の意見に基づいているか。

ウ　障害支援区分の認定をしたときは、その結果を当該認定に係る障害者に通知しているか。また、審査請求できる旨が教示されているか。
第５　特例介護給付費・特例訓練等給付費、特例地域相談支援給付費その他の給付

（１）特例介護給付費、特例訓練等給付費、特例地域相談支援給付費等

　　　　次に掲げる場合において、必要があると認める場合に適切に支給
しているか。

　　　　

　ア　支給申請日から支給決定の前日までの間に、緊急その他やむを得ない理由により、指定障害福祉サービス等を利用
※特例計画相談支援給付費は支給対象外

　イ　基準該当障害福祉サービスの利用

　　　　　　※相談支援は該当なし
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	介護給付事務について第2 Ⅳ　P41～50
介護給付事務について第2 Ⅴ  

P10、P50～55
介護給付事務について第4 Ⅰ　P139～



	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)
	根拠法令

	（２）災害等による特例給付

　　災害その他特別な事情により、障害福祉サービスに係る利用者負担が困難であると認められる場合、市町は介護給付費等に係る利用者負担額を適切に定めているか。

（３）高額障害福祉サービス等給付費等

①同一世帯に属する者が同一の月に受けたサービスによりかかる次の
アからエの利用者負担額の合計額が著しく高額であるとき（高額障害
福祉サービス等給付費算定基準額又は高額障害児通所給付費算定基
準額を超える場合）に、適切に給付しているか。
※高額障害福祉サービス等給付費算定基準額

　　　　　　　市町村民課税世帯に属する者（一般）・・・37,200円　　　　

　　　ア　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく介護給付費に係る自己負担額

イ　介護保険法に基づく介護給付費等に係る自己負担額（同一人が障害福祉サービス等を併用している場合）
ウ　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
に基づく補装具費に係る自己負担額

エ　児童福祉法に基づく障害児通所給付費及び障害児入所給付費に係る自己負担額
※　高額介護サービス費等として償還された費用を除く。
2 高額障害福祉サービス等給付費の支給申請書には利用者負担額の支
払いを証する書類（領収証）が添付されているか。
　　　　ただし、公簿等で確認できる場合は、領収証は省略可。
　
3 世帯に複数の対象者がいる場合、対象者ごとに支給申請書を作成し
て支給申請を受けているか。

（４）特定障害者特別給付費（補足給付）

所得の状況等を斟酌して定められる特定障害者が、指定障害者支援施設又は共同生活援助住居に入所又は入居して、施設入所支援や共同生活援助のサービスを受けたときは、食事の提供に要した費用又は居住に要した費用について適切な支給手続きにより支給されているか。
（５）特例特定障害者特別給付費

　　　　次に掲げる場合において必要があると認めるとき、特定障害者に対して、指定障害者支援施設等又は基準該当施設における食事又は居住に要した費用について適切に支給しているか。

　　　ア　特定障害者が支給申請をした日から当該支給決定の効力が生じた日の前日までの間に、緊急その他やむを得ない理由により指定障害福祉サービス等を受けたとき。

イ　特定障害者が、基準該当障害福祉サービスを受けたとき。

　
（６）高額障害児通所給付費
　　　　請求額は、「総費用額」から「請求額・給付費」及び「決定利用者負担額」を控除した額を記載しているか。
第６　支給量の管理

（１）支給量の管理

　　契約支給量が決定支給量の範囲内となるように、一人の支給決定障害者等に対し各事業者が提供する契約支給量について、適切に管理されているか。
（対象サービス）

①居宅介護　②重度訪問介護　③同行援護　④行動援護

⑤短期入所　⑥生活介護　⑦自立訓練　⑧就労移行支援

⑨就労継続支援　⑩児童発達支援　⑪医療型児童発達支援

⑫放課後等デイサービス　⑬保育所等訪問支援
⑭居宅訪問型児童発達支援
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	介護給付事務について第4 Ⅱ　P142～

介護給付事務について第4 Ⅲ P144～148
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児通所事務について第5　P44



	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)
	根拠法令

	（２）契約内容の報告

契約を締結した事業者に、新規に契約したとき、契約を終了したとき、又は契約支給量を変更したときは、契約内容報告書（者：様式第26号、児：様式例第15号）によりその契約内容を市町に遅滞なく報告させているか。

（３）支給管理台帳

　　　ア　支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者について、支給決定又は地域相談支援給付決定の内容、介護給付費等又は地域相談支援給付費等の受給状況等を記録し管理するために、必要な事項を支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者ごとに記載した支給管理台帳を作成し保管しているか。

　　　イ　介護給付費等に係る請求又は返還請求をする権利の消滅時効期間に照らし、関係する記録は、少なくとも５年間は保管しているか。
（４）請求内容の確認
　　　　事業者から介護給付費等の請求があったときは、請求内容と支給管理台帳の内容を突合し、請求のあったサービス既提供量が、当該サービス提供月における契約支給量を超えていないか等を確認し、審査を行った上で支払いをしているか。
第７　利用者負担の上限額管理事務

　　　　一月あたりの利用者負担額が負担上限額を超過することが予測される者について、利用者負担の上限額管理が適切に行われているか。

（１）上限額管理対象者

　①　管理対象者は適切か。

　　ア　施設入所支援、療養介護、短期入所、宿泊型自立訓練又は共同生活援助の利用者で、他の障害福祉サービス（事業所番号が異なる事業所から提供されるものに限る。）を利用する者

　イ　在宅の障害福祉サービス利用者で複数の障害福祉サービス事業所からサービスを利用する者（事業所番号が異なるものに限る。）
　 ②　同一世帯の複数の障害児が一つのサービス事業所のみからサービスを利用する場合も、上限額管理加算の対象としていないか。
（２）利用者負担上限額管理者

ア　提供されるサービス量、生活面を含めた利用者との関係性、サービス管理責任者の配置の有無や事務処理体制等を総合的に勘案し、適切な者が管理者とされているか。

イ　各障害児が利用しているサービス事業所に対し、上限額管理者に「利用者負担額一覧表」を市町へ送付するよう周知しているか。
ウ　上限額管理対象者の請求明細書に実績記録票とともに利用者負担上限額管理結果票が添付されているか。　
第８　介護給付費、訓練等給付費及び障害児通所給付費等の請求・支払

（１）支給決定障害者等と契約を締結し、サービスを提供した指定障害福祉サービス事業者等は、介護給付費、訓練等給付費、特定障害者特別給付費、地域相談支援給付費、計画相談支援給付費、障害児入所給付費、障害児通所給付費又は障害児相談支援給付費について適切に法定代理受領を行っているか。

（２）市町との契約等により特例介護給付費又は特例訓練等給付費又は特例障害児通所給付費等の代理受領を行う基準該当事業者について、適切に給付費の請求、支払いを行っているか。

ア　サービス提供月の翌月１０日までに請求

イ　請求月の翌月までに支払

ウ　支払実績の支給管理台帳への記載

エ　支払い後、利用者への代理受領を通知
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	点検項目・点検内容
	点検結果
	確認状況(記載不要)

(記載不要)
	根拠法令

	第９　市町障害福祉計画

（１）市町障害福祉計画を適切に策定しているか。

（２）指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの見込み量の確保のための方策を適切に実施しているか。

第10　苦情の処理

　障害福祉サービス等利用に関する苦情への対応が適切に行われているか。

（１）苦情を受け付けるための窓口の設置及び苦情処理に係る台帳を整備しているか。

（２）苦情処理は、迅速かつ適切に行っているか。
苦情処理件数（令和４年度）

件

第11　虐待への対応

障害者虐待への対応が適切に行われているか。

（１）通報等を受け付けた場合には、障害者の安全の確保や事実の確認を行うとともに、市町障害者虐待対応協力者とその対応について協議を行っているか。

（２）養護者による障害者虐待により、生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められる障害者を一時的に保護するため迅速に障害者支援施設等に入所等させているか。
（３）県への報告は、迅速かつ適切に行われているか。

県への報告件数（令和４年度）

件

第12　広報等

　　制度の趣旨、内容について、障害者等その他関係者の理解を深めるための広報等が適切に行われているか。

（１）広報等が計画的に行われているか。

（２）サービス内容や届出事項等の情報提供が適切に行われているか。

（３）相談や照会等への対応が適切に行われているか。

（４）その他制度への理解を深めるための工夫がなされているか。

第13　指定障害福祉サービス事業者等に対する指導等の状況

　　自立支援給付に関して必要があると認められるときは、指定障害福祉サービス事業者等に対し、実地指導等を行っているか。

実地指導等の件数（令和４年度）

件
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【「根拠法令」の引用法令名の略記方法】

　　・障法：障害者日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年11月7日号外法律第123号）

　　・障施行令：障害者日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成18年1月25日号外政令第10号）

　　・障規則：障害者日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年2月28日号外厚生労働省令

第19号）

　　・児法：児童福祉法（昭和22年12月12日法律第164号）

　　・児施行令：児童福祉法施行令（昭和23年3月31日号外政令第74号）

　　・児規則：児童福祉法施行規則（昭和23年3月31日号外厚生省令第11号）

・平19障発第0323002号：介護給付費等の支給決定について（平成19年3月23日障発第0323002号）

・平24障発0330第14号：障害児通所給付費等の通所給付決定等について（平成24年3月30日障発0330第14号）

　　・介護給付事務について：介護給付費等に係る支給決定事務等について 

・児通所事務について：障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等について

・障障発0330第1号：就労移行支援及び就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）における適切なサービス提供の推進について（平成

28年3月30日障障発0330第1号）

・平26障発0303第2号：障害支援区分に係る市町村審査会の運営について（平成26年3月3日平26障発0303第2号）

・平18厚労告395：障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成18年厚生労働省告示第395号）

・障害者虐待防止法：障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成23年6月24日法律第79
号）
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